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１．目的 
この手引きは、運輸防災マネジメントの取組として自然災害に対する備えと非常時の対応に

関して、安全確保と円滑な避難誘導ならびに早期復旧に関する対策を整備し、人命の安全

と被害の軽減を図ることを目的とする。 

 

２．基本方針 
自然災害の発生時には「安全はすべてに優先する」の方針に則り次に掲げる通りとする。 

（１）お客様ならびに社員と関係者の安全確保を最優先とする。 

（２）バス車両ならびに施設の安全確保および運行業務を維持する。 

 

３．防災マネジメントの取組指針 
（１）代表取締役が主導となり、運輸安全マネジメントの一環として自然災害の発生に備え、

PDCA サイクルによる防災体制を整える。 

（２）自然災害発生時に迅速かつ冷静に対応できるよう、取組に関する指導や実地訓練等

を実施し、防災意識の向上を図り災害発生時の安全確保と被害拡大防止に備える。 

（３）日頃から自然災害リスクの見直しや、取組に

関する改善点などの洗い出し、防災体制の

有効性を検討し、対応能力の向上を図る。 

（４）防災マネジメントの取組について継続的改善

を行い、安全確保と被害拡大防止ならびに

事業継続および早期復旧に努める。 

 

防災体制
の整備

教育訓練
の実施

リスクの
見直し

継続的
改善
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４．防災マネジメントの重点施策 

（１） 
防災体制・災害発生時体制の

構築 

各体制図に基づき、災害防止および災害発生時の

迅速な対応に備える。    

（２） 

リスク評価に基づく防災計画・

災害時対応マニュアルの策定

と防災対策の実施 

防災計画および災害時対応マニュアルを策定し、

計画に沿って対策を講じる。 

（３） 教育訓練の実施 
防災マネジメントにおける教育計画を策定し、教育

ならびに訓練を実施する。 

（４） BCP および関係機関との連携 

BCP（事業継続計画）を定めるとともに、行政等関

係機関と連携し、事業の継続および早期復旧を図

る。 

（５） 継続的改善の実施 

運輸安全マネジメントの取組と一体的または必要

に応じ、防災マネジメントに係るレビューを実施し、

防災体制の有効性評価と見直しを行い継続的な

改善を図る。 

 

５．防災マネジメントの取組体制 
【防災・教育訓練体制】  

 

役員

本社統括
＜防災統括責任者＞

各営業所
＜防災責任者：営業所長＞

乗務員・事務員

トップマネジメント 

防災指導計画・報告管理 

防災管理・指導訓練実施 

マネジメントレビュー 

効果測定・リスク評価 

指導訓練結果報告 
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【自然災害等発生時の緊急体制】 

➀ 災 害 対 策 室 ～ 運行管理における「警戒レベル４」相当で設置 

➁ 災害対策本部 ～ 運行管理における「警戒レベル５」相当で設置 

『災害対策室・災害対策本部』の設置基準 （BCP で定める基準） 

１ 震度５弱以上の大規模地震発生時 

２ 津波警報の発令時 

３ 大規模風水害等の発生時（河川の氾濫、通行止め、土砂崩れ、雪崩など） 

４ 大規模事件・事故の発生（凶悪事件、火災、爆発事故、交通事故など） 

５ その他、人災、自然災害を問わず、業務上緊急対応が必要と認められる事象 

 

 

社長 

執行役員 

専務 

㈱桜交通災害対策本部 

(㈱桜交通災害対策室) 

指揮：執行役員業務部長 

仙台営業所 

東京営業所 

神奈川営業所 

千葉営業所 

郡山営業所 

社内幹部 

危機管理担当者 

《LINE WORKS（緊急事態連絡）グループ網》 

緊急送信されると、円内役職者及び幹部に

一斉にその内容が伝達される。 

当初、対策室として、数人体制で情報収集

に当たり、対策本部に格上げした段階で全

社体制となる。 
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【災害対策室の構成】

 

 

【災害対策本部の構成】

 

【災害発生時の役割分担】 

役  

員 
災害対策本部長 代表取締役 【総括責任者】災害対策本部の指揮監督 

災害対策副本部長 安全統括管理者 【責任者】災害対策本部の指揮監督補佐 

災害対策室 

災害対策本部 指揮者 
執行役員業務部長 

災害対策室または災害対策本部設置に

おける指揮統括 

本  

社 

危機管理担当者 本社指名社員 
災害発生時の初動対応と情報収集 

災害対策室指揮者の補佐 

災害対策室 

対策本部 構成員 
本社所属従業員 

災害対策室または災害対策本部設置時

の指示により対応 

営
業
所 

営業所対応責任者 

（被災対応） 
各営業所長 

被災時の初動対応と本社への報告 

被災状況把握と営業所従業員への指示 

災害対策本部設置時の指示に対応 

営業所従事者 

（被災対応） 
各営業所従業員 

被災時における営業所長指示による初動

対応や情報収集その他災害対応 

災害対策本部設置時の指示に対応 

被災営業所

対策室指揮者 対策室構成員

危機管理担当者

被災営業所

対策本部長

対策本部指揮者

対策本部構成員

各営業所長
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【関係機関との連携体制】 

 

 

６．災害の想定と訓練およびリスク評価の実施 
営業所ごとに自然災害を想定した訓練を実施し、都度災害に対するリスク評価や見直しを

行うことで、必要となる備えや対策を検討し改善に努める。 

【評価の分類】 

（１）事前予測不可能な自然災害（突発型災害） 

   ＜ 地震・津波・竜巻・土砂崩れ・噴火など ＞ 

 

（２）事前予測可能な自然災害（進行型災害） 

  ＜ 豪雨・洪水・高潮・台風・大雪・熱波など ＞ 
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７．警戒行動基準 
運行管理における「警戒レベル」を定め、気象情報や発令

された警戒情報および運行中の乗務員による報告をもとに

判断し対応する。 

また、各営業所において事務所所在エリア、および運行ルートに係るハザードマップや避難

場所等の情報を恒常的にアップデートするとともに、警戒レベルに応じて活用し最大限の安全

確保を図る。 

警戒レベル３以上の対応については、該当営業所において指示対応に係る記録および発令

文書等を作成保管することとし、レベル４以上の対応に関しては「災害対策室」または「災害対

策本部」において各記録を作成保管する。 

 

【運行管理における警戒レベル】 
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【災害発生における基本的な警戒基準】 

 

 

【台風や河川の氾濫、土砂災害等による災害発生の警戒基準】 
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【大地震発生時の初動対応基準】  ＜宮城県バス協会 WEB サイトより引用＞ 
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【大雪による災害発生の警戒基準】 ＊凡例に該当する地域を警戒基準エリアとする 

 

 

【火山噴火時における警戒基準】 ＊警戒レベルおよび規制範囲をもとに判断する 
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【熱中症の暑さ指数と警戒基準】 ＊下記指針を目安に熱中症対策を指示 
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８．防災マネジメントに関連する規定等一覧 

 ➀ 安全管理規程 

 ➁ 安全服務規程 

 ➂ 運行管理規程 

 ④ 自動車遅延時等の処置に関する規定 

 ⑤ 乗務中の携帯電話及びスマートフォンの使用に関する規定 

 ⑥ 異常気象時措置要領 

 ⑦ 冬期における運行可否の判断基準 

 ⑧ 気象災害における運行可否の判断基準 

 ⑨ 重大事故処理要領及び細目 

 ⑩ 乗務員指導要領 

 ⑪ 是正・予防措置手順書 

 ⑫ マネジメントレビュー手順書 

⑬ 防災体制ならびに災害発生時の対策室および対策本部運用手順書 

⑭ 防災訓練手順書 

 ⑮ 運転マニュアル 

 ⑯ 事故関係マニュアル・事故発生時における緊急連絡体制フロー 

 ⑰ 乗務員心得マニュアル  

 ⑱ 営業所所在地の防災ハザードマップ（営業所ごと策定） 

 ⑲ 運行経路上の災害ハイリスクエリアハザードマップ（営業所ごと策定） 
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９．参考資料 
＜内閣府で定める「避難基準」＞ 

   

＜運行時に乗務員に携行させる「災害発生時の状況チェック表」＞ 
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安全基本方針 

「安全はすべてに優先する」 

 

防災マネジメント基本方針 

自然災害の発生時には「安全はすべてに優先する」の 

方針に則り次に掲げる通りとする。 

（１）お客様ならびに社員と関係者の安全確保を最優先とする。 

（２）バス車両ならびに施設の安全確保および運行業務を維持する。 

 

 

“日頃からの備えがあってこそ 

冷静な判断と落ち着いた行動につながる” 
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